
一般廃棄物収集運搬業者 研修会

市民の信頼に応え、事業を未来へ繋ぐコンプライアンス

宮崎市環境部環境指導課



宮崎市の適正処理体制を支える皆様の役割

一般廃棄物の処理責任は、法律により宮崎市にあります。

廃棄物処理法の目的

廃棄物の排出抑制と適正処理を通じて、生
活環境の保全と公衆衛生の向上を図る。

法第6条の2 (抜粋)

「市町村は、一般廃棄物を生活環境の保全
上支障が生じないうちに収集し、これを運搬
しなければならない。」

市がすべてを直接処理することは現実的に困難です。

民間事業者の皆様に許可を付与し、協働することで、宮崎市の適正な廃棄物処理

体制を確保しています。皆様は、市民の生活環境を守る重要なパートナーです。



第一の礎:「廃棄物」の本質を見抜く判断基準

法第2条第1項より

「廃棄物」とは、ごみ、粗大ごみ、燃え殻

その他の汚物又は不要物であって、固形状

又は液状のもの。

Key Professional Insight (総合的判断説)

廃棄物か有価物の判断は、占有者の意思、その性
状等を総合的に勘案して判断されます。

有価物か廃棄物かの判断基準

物の性状:利用用途に求められる品質があるか

排出の状況:適切な保管や品質管理がされているか

通常の取扱い形態: 製品としての市場が形成され

ているか

取引的価値の有無:有償譲渡がなされているか

占有者の意思: 適切に利用・有償譲渡する意思が

あるか

判断に迷う際は、環境指導課にご相談ください。



運命の分岐点:一般廃棄物と産業廃棄物
「一般廃棄物」は、「産業廃棄物以外の廃棄物」と定義されています。つまり、産業廃
廃棄物が何かを理解することが、すべての始まりです。

産業廃棄物

廃棄物

一般廃棄物

事業系一般廃棄物 生活系一般廃棄物



産業廃棄物の定義を理解する

法第2条第4項に基づく定義

「産業廃棄物」とは、事業活動に伴って

生じた廃棄物のうち、法律で定められた

全20種類ものを指します。

「事業活動」とは?

製造業や建設業だけでなく、オフィス、

商店等の商業活動や、水道事業、学校等の

公共事業も含まれます。

業種指定品目の重要性

産業廃棄物の中には、特定の事業活動から

排出された場合にのみ該当するものがあり
ます。

建設業から排出 小売業から排出

木くず

産業廃棄物 事業系一般廃棄物

この区分の知識が、無許可営業などの重大な法違反を防ぎます。



判断の羅針盤:産業廃棄物 判断フロー
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【資料】 産業廃棄物の種類と具体例

あらゆる事業活動に伴うもの

(1) 燃え殻

(2)汚泥

(3)廃油

(4)廃酸

(5) 廃アルカリ

(6) 廃プラスチック類

(7) ゴムくず

(8) 金属くず

(9) ガラスくず、コンクリートくず及び陶磁器くず

(10) 鉱さい

(11)がれき類

(12) ばいじん

特定の事業活動に伴うもの

(13) 紙くず(建設業、出版業など)

(14) 木くず(建設業、木材製造業など)
(15) 繊維くず(建設業、繊維工業など)

(16) 動植物性残さ(食料品製造業など)

(17) 動物系固形不要物(と畜場など)

(18) 動物のふん尿(畜産業)

(19) 動物の死体(畜産業)

(20) (1)~(19)を処分するために処理したもの



日常業務のルール: 一般廃棄物収集運搬の基準

これらの基準が遵守されず生活環境に支障が生じた場合、行政処分の対象となります。

事業全体を通じての共通事項
・飛散・流出の防止:廃棄物が飛散・流出

しないこと。(必須)

・生活環境の保全:悪臭、騒音、振動で支

障が出ないよう措置を講じること。

運搬車・容器
・飛散、流出、悪臭漏れのおそれがない

車両・容器を使用すること。

積替え

・場所:周囲に囲いを設け、積替え場所で

あることを表示すること。

・措置:飛散、流出、地下浸透、悪臭発散、
害虫発生を防止すること。

保管(※積替えの場合のみ)

・運搬先が決められており、適切に保管

できる量以内であること。

・性状に変化のないうちに搬出すること。



事業の生命線:一般廃棄物収集運搬業の許可基準

収集運搬基準に加え、許可基準も遵守する必要があります。いずれかに抵触すると許可は維持できません。

$
許可の前提 申請者の能力

・市による収集が困難であること。 ・事業を適格に遂行する知識・技能を有すること。

・市の一般廃棄物処理計画に適合すること。 ・事業を継続して行うに足りる経理的基礎を有する

こと。

x

欠格要件(主なもの)
・破産後、復権していない。

・禁固以上の刑の執行後5年未満。

・廃棄物処理法等違反による許可取消し後5年未満。

・不正、不誠実な行為をするおそれがある。



安定経営の証明: 経理的基礎の判断基準
安定した収集運搬体制の維持に不可欠なため、経営の健全化が非常に重要です。

損益計算書貸借対照表

①自己資本比率が10%超であること。
純資產
150

15%

OK!
直近3事業年度の経常利益の平均値が黒字で
あること。

自己資本比率= 純資産(負債+純資產)
負債
850

②流動比率が100%超であること。
171%
OK!

流動比率= 流動資産 流動負債
流動資產
600

流動負債

350

1期目 経常利益+2期目 経常利益+3期目 経常利益

3

例外:平均値が赤字の場合、直前期が黒字であること。

直前期 黒字

이



X

基準違反がもたらす重大な結果:行政処分
これまで見てきた基準に適合しなくなった場合や、法に違反した場合、
事業の継続を揺るがす重い処分が課されるおそれがあります。

事業停止命令

① 違反行為をしたとき、または

他人に違反行為を要求・依頼・

幫助したとき。

② 収集運搬基準、許可基準に
適合していないとき。

許可の取消し

必ず取消し

重大な違反行為(不法投棄など)をしたとき。

役員等が上記に該当したとき。

欠格要件に該当したとき。

不正な手段で許可を取得したとき。

場合によっては取消し

違反行為(情状が特に重い場合)。

収集運搬基準、許可基準に適合していないとき。



一人の違反が組織全体を揺るがす: 役員等の欠格要件
Scenario: 役員が複数の法人の役員を兼務している場合…

「役員aによる

重大な

違反行為!

法人A
法人欠格

許可取消し
法人B

役員の兼務 法人欠格 →

許可取消し

役員a 役員b

役員欠格

Takeaway: 一人の役員の違反が、関係するすべての法人の許可取消しに

つながる可能性があります。



「知らなかった」では済まされない:法が定める罰則

法第25条 両罰規定-法第32条

最大懲役5年 or 罰金1,000万円
(またはその両方)

1. 無許可営業 (e.g., 許可なく産業廃棄物を収集運搬)

2. 不正手段による許可取得

3. 事業範囲の無許可変更

4. 事業停止命令違反

従業員が違反行為を行った場合でも、

会社(法人)に...

最大3億円
... の罰金刑が課されることがあります。5. 名義貸し

6.不法投棄 (未遂を含む)

7. 野外焼却(未遂を含む)

「魔が差した」「気の迷い」では済まされません。






